
No. 議案等番号 件　　　　　　名 担当課 説　　　　　　明

1 議案第60号
秦野市農業委員会の委員及び農地利用最
適化推進委員の定数を定める条例を制定
することについて

農産課
農業委員会事務局

　農業委員会等に関する法律の一部改正により、議会の同意を得て任命する農業委員会
の委員及び農業委員会が委嘱する農地利用最適化推進委員の定数を定めるため、制定す
るもの。

　　施行日　公布の日

2 議案第61号 秦野市市税条例の一部を改正することに
ついて

市民税課
資産税課

　地方税法の一部改正により、次のとおり改正するもの。
 (1)　固定資産税の課税標準について
　　ア　家庭的保育事業、事業所内保育事業等に使用される施設等及び市民緑地として
　　　使用される土地の軽減率を定めること。
　　イ　ノンフロン類使用製品に係る軽減措置を廃止すること。
　　ウ　被災市街地復興推進地域における被災住宅用地の軽減措置が新設されたことに
　　　伴い、その適用を受けるための申告等の期限を定めること。
 (2)　軽自動車税について、天然ガス軽自動車等一定の環境性能を有するものとして地
　　方税法で定める軽自動車（平成29年度中又は平成30年度中に新規に車両の番号登録
　　をしたものに限る。）の税率を、それぞれ平成30年度分又は平成31年度分に限り軽
　　減すること。
 (3)　移動が生じた引用条項を改めるとともに、字句を整理すること。

　　施行日　(1)及び(3)は公布の日　(2)は平成30年4月1日

3 議案第62号
秦野市火災予防条例の一部を改正するこ
とについて

予防課

　自動火災報知機、屋内消火栓等消防法令で定める消防用設備が設置されていない不特
定多数の者が利用する建物について、火災時危険性情報を利用者等に提供する「違反対
象物公表制度」を導入するため、改正するもの。

　　施行日　平成30年4月1日

4 議案第63号 不動産（建物）の無償譲渡について 教育総務課
　平成31年4月から、市立みなみがおか幼稚園を公私連携幼保連携型認定こども園に移
行させるに当たり、移行後のこども園を運営する社会福祉法人にその建物を無償譲渡す
るもの。
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5 議案第64号
平成２９年度秦野市一般会計補正予算
（第４号）を定めることについて

財政課

　歳入歳出補正見込額　276,232千円
 (1)　職員給与費  　△158,094千円
 (2)　国県支出金等返納金　  38,383千円
 (3)　住民基本台帳ネットワークシステム経費  　8,025千円
 (4)　障害者自立支援給付システム運営事業費  　1,932千円
 (5)　児童福祉・発達支援給付費事業費　  51,385千円
 (6)　母子家庭等自立支援給付金事業費  　1,082千円
 (7)　放課後児童健全育成推進事業費　  11,753千円
 (8)　結婚新生活支援事業費補助金  　2,400千円
 (9)　生活保護費　　299,861千円
 (10) 公共下水道事業会計繰出金　19,505千円

　繰越明許費の設定
　秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業費  　79,300千円

　債務負担行為の設定
 (1)　しぶさわこども園給食調理委託業務（平成29・30年度）  　26,525千円
 (2)　東京オリンピック・パラリンピック選手村ビレッジプラザ木材提供等委託業務
　　 （平成29～32年度）　 4,000千円

6 議案第65号
平成２９年度秦野市公共下水道事業会計
補正予算（第２号）を定めることについ
て

経営総務課 　職員給与費　　△15,441千円

7 報告第23号 専決処分の報告について 警防対策課

　交通事故に係る損害賠償
　　賠償金額　　10,095円
　　過失割合　　100パーセント
　　専決処分日　平成29年11月８日

8 報告第24号 専決処分の報告について 環境資源対策課

　交通事故に係る損害賠償
　　賠償金額　　52,000円
　　過失割合　　10パーセント
　　専決処分日　平成29年11月10日
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9 報告第25号 専決処分の報告について 観光課
　「大倉高原山の家」建物明渡し等請求事件に係る和解
　　和解金額　　450,000円
　　専決処分日　平成29年10月18日

10 報告第26号 専決処分の報告について 保育こども園課

　「秦野市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営等の基準を定める条例」
の一部改正。
　地域の権限を拡大するための改革一括法による「就学前の子どもに関する教育、保育
等の総合的な提供の推進に関する法律」の一部改正により、条例で引用する同法の条項
に移動が生じたため、改正するもの。
　　専決処分日　平成29年10月19日
　　施行日　　　平成30年４月１日

11 報告第27号 専決処分の報告について 子育て支援課

　「秦野市ひとり親家庭等医療費の助成に関する条例及び秦野市小児等医療費の助成に
関する条例」の一部改正。
　所得税法の一部改正により、条例で引用する同法の用語が改められたため、改正する
もの。
　　専決処分日　平成29年11月15日
　　施行日　　　平成30年１月１日

12 諮問第4号
人権擁護委員候補者の推薦につき意見を
求めることについて

市民相談人権課
　江崎正二委員の任期満了に伴うもの
　（任期満了日：平成30年3月31日）

13 諮問第5号
人権擁護委員候補者の推薦につき意見を
求めることについて

市民相談人権課
　池邊史郎委員の任期満了に伴うもの
　（任期満了日：平成30年3月31日）

14 諮問第6号
人権擁護委員候補者の推薦につき意見を
求めることについて

市民相談人権課 　委員の欠員に伴うもの
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